
事業用借地権
建物譲渡特約付
借　　地　　権

一般定期借地権
種類

項目

１０年以上２０年以下３０年以上５０年以上存続期間

事業用のみ制限なし制限なし目的

公正証書定めなし公正証書等契約方式

規定の適用なし拘束されない排除特約　可契約の更新

左のいずれも適用
なし

３０年経過後建物を
売却する旨を定め
る　可

建物の築造による
存続期間延長を排
除　可
建物買収請求権の
排除　可

特約

更地で返還物件を地主に譲渡更地で返還が原則返還

いわゆるロードサ
イド店舗等

商業地
住宅地

住宅地・堅固な建物
の商業施設

考えられる
用途

１
、
は
じ
め
に

本
稿
で
取
り
上
げ
た
２
つ
の
事
例
は
「
定
期
借
地

権
の
賃
料
の
一
部
又
は
全
部
を
前
払
い
と
し
て
一
括

し
て
授
受
し
た
場
合
に
お
け
る
税
務
上
の
取
扱
い
に

つ
い
て
」（
国
税
庁
文
書
回
答
事
例
平
成
１７
年
１
月
７

日
）
が
明
ら
か
に
な
る
以
前
に
行
な
わ
れ
た
権
利
金

方
式
の
ケ
ー
ス
で
土
地
所
有
者
側
（
普
通
法
人
）
か

ら
考
察
し
た
も
の
で
あ
る
。
定
期
借
地
権
は
次
の
表

の
よ
う
に
３
種
類
あ
る
。（
２
０
０
５
・
２
・
１

Ｓ
Ｏ

Ｋ
Ｕ
Ｚ
Ｅ
Ｉ

１７
頁
）

後
述
す
る
一
般
定
期
借
地
権
の
事
例
で
は
、
借
地

期
間
満
了
時
に
更
地
返
還
で
は
な
く
建
物
無
償
譲
受

け
と
な
っ
て
い
る
。
又
事
業
用
借
地
権
は
、
コ
ン
ビ

ニ
エ
ン
ス
・
ス
ト
ア
ー
に
賃
貸
し
た
事
例
で
あ
る
。

２
、
権
利
金
方
式
に
よ
る
定
期
借
地

権
の
一
時
金
の
問
題
点
と
前
払
賃

料
方
式
の
概
要

問
題
点
と
し
て
①
土
地
所
有
者
に
一
括
し
て
一
時

に
課
税
さ
れ
る
。
②
借
地
人
の
事
業
者
に
と
っ
て
は

減
価
償
却
で
き
な
い
。（
期
間
満
了
時
に
一
括
損
金
扱

い
と
な
る
。）
又
、
企
業
会
計
と
不
整
合
（
期
間
損

益
上
の
歪
み
が
生
じ
る
。）な
こ
と
が
あ
げ
ら
れ
る
。

（
国
土
交
通
省

前
払
賃
料
に
よ
る
定
期
借
地
権
の

活
用
）

一
定
の
書
式
例
に
準
拠
し
た
定
期
借
地
権
設
定
契

約
書
に
よ
り
契
約
し
、
契
約
期
間
に
わ
た
っ
て
保
管

し
て
い
る
場
合
で
、
そ
の
取
引
の
実
態
も
当
該
契
約

書
に
沿
う
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
一
括
授
受
さ
れ
た

前
払
賃
料
は
、借
地
権
者
に
と
っ
て
は「
前
払
費
用
」

と
し
て
土
地
所
有
者
に
と
っ
て
は
「
前
受
収
益
」
と

し
て
取
り
扱
わ
れ
る
と
い
う
も
の
で
、
借
地
人
、
土

地
所
有
者
は
、
時
間
の
経
過
に
応
じ
た
費
用
化
、
収

益
計
上
が
可
能
と
な
る
。

な
お
、
中
途
解
約
時
の
違
約
金
等
の
定
め
を
す
る

場
合
に
は
、
実
質
的
に
未
経
過
分
の
賃
料
の
返
還
と

な
ら
な
い
よ
う
違
約
金
の
算
定
方
法
を
明
確
に
定
め

る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

「
前
払
賃
料
方
式
に
よ
る
定
期
借
地
権
を
導
入
し
た

場
合
の
デ
メ
リ
ッ
ト
」

�

前
払
賃
料
に
対
す
る
融
資
制
度
の
未
整
備

住
宅
金
融
公
庫
に
は
、
権
利
金
方
式
と
保
証
金
方

式
に
よ
る
融
資
制
度
は
あ
る
が
、
前
払
賃
料
方
式
に

よ
る
融
資
制
度
は
整
備
さ
れ
て
い
な
い
。

�

住
宅
取
得
等
特
別
控
除
等
の
不
適
用

前
払
賃
料
の
支
払
い
に
充
て
る
た
め
の
借
入
金
は

「
土
地
の
上
に
存
す
る
権
利
の
取
得
に
要
す
る
資
金

に
充
て
る
た
め
の
借
入
金
で
は
な
い
の
で
「
住
宅
借

入
金
等
特
別
控
除
の
特
例
」
の
適
用
は
な
い
。

又
、
父
母
等
か
ら
の
資
金
贈
与
は
「
土
地
の
上
に

存
す
る
権
利
の
取
得
の
た
め
の
対
価
」
に
充
て
る
た

め
の
住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
で
は
な
い
の
で
相
続

時
精
算
課
税
も
適
用
さ
れ
な
い
。（
国
税
庁
文
書
回
答

事
例
平
成
１７
年
７
月
７
日
）

３
、
一
般
定
期
借
地
権
の
事
例

１

こ
の
事
業
に
定
期
借
地
権
を
適
用
し
た
理
由
・

目
的
等

�

既
存
建
物
が
老
朽
化
し
た
の
で
建
替
え
が
必
要

で
あ
っ
た
。

�

建
設
資
金
を
借
入
金
に
よ
り
調
達
す
る
と
、
財

務
状
態
が
悪
化
す
る
。

�

オ
ー
ナ
ー
は
等
価
交
換
に
よ
り
土
地
を
譲
渡
し

た
く
な
い
意
向
が
あ
っ
た
。
当
法
人
は
、
不
動
産

を
原
則
と
し
て
単
独
所
有
し
て
い
る
。

�

建
替
時
の
権
利
調
整
が
不
要
で
あ
る
。

�

借
地
期
間
満
了
時
に
建
物
を
無
償
で
譲
り
受
け

て
不
動
産
収
入
の
ア
ッ
プ
を
図
り
た
い
。

�

更
地
で
返
還
を
受
け
た
場
合
、
当
法
人
の
事
務

所
が
な
く
な
っ
て
し
ま
う
。

２

事
業
方
式
（
等
価
交
換
の
類
似
型
）

�

従
前
資
産
の
評
価
額＝

定
期
借
地
権
設
定
の
対

価
（
６
億
円
）
＋
既
存
建
物
の
解
体
工
事
費

＋
建
設
期
間
中
の
土
地
の
固
定
資
産
税

�

取
得
資
産

定
期
借
地
権
付
建
物
６
億
円
（
自

己
借
地
権
）

等
価
交
換
と
の
相
違
点
は
、
建
物
が
実
際
の
購

入
額＝

取
得
価
額
と
な
る
た
め
、
減
価
償
却
費
を

多
く
計
上
で
き
る
。

３

税
務
上
検
討
し
た
点

�

保
証
金
方
式

当
初
、
入
口
で
の
税
負
担
を
回
避
す
る
た
め
、
一

時
金
に
つ
い
て
保
証
金
方
式
を
検
討
し
た
。

借
地
権
の
存
続
期
間
中
、
保
証
金
の
運
用
益
が
得
ら

れ
る
が
、
長
期
に
わ
た
り
多
額
の
債
務
を
負
い
期
間

満
了
時
に
多
額
の
資
金
手
当
が
必
要
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
返
還
を
要
し
な
い
権
利
金
方
式
に
し
た
。
又
、

当
法
人
に
は
青
色
繰
越
欠
損
金
が
あ
り
、
そ
の
数
字

を
見
な
が
ら
権
利
金
と
保
証
金
の
併
用
方
式
も
検
討

し
た
。

�

特
定
の
資
産
を
買
い
換
え
る
場
合
の
圧
縮
記
帳

（
措
法
６５
の
７
①
）
適
用
可
否

①

長
期
所
有
土
地
等
か
ら
国
内
に
あ
る
土
地
等
建

物
へ
の
買
換
え
（
圧
縮
割
合
８０
％
）

②

土
地
に
つ
い
て
借
地
権
の
設
定
を
行
っ
た
こ
と

に
よ
り
土
地
の
時
価
が
５０
％
以
上
低
下
し
た
場
合

に
は
、
借
地
権
の
設
定
を
土
地
の
部
分
的
譲
渡
と

み
て
そ
の
権
利
金
収
入
は
土
地
等
の
譲
渡
対
価
と

さ
れ
る
。

③

評
価
対
象
土
地
の
路
線
価
と
４
筆
の
比
準
地
の

路
線
価
と
基
準
地
価
又
は
公
示
地
価
の
割
合
か
ら

簡
便
的
に
時
価
の
試
算
を
し
、
結
果
は
下
記
の
と

お
り
に
な
っ
た
。

�ａ
評
価
対
価
対
象
土
地
の
簡
便
的
な
時
価

１４
億
円

�ｂ
定
期
借
地
権
設
定
の
対
価

６
億
円

�ｃ＝

�ｂ÷

�ａ

６
億
円÷

１４
億
円≒

４３
％

�ｄ
評
価
対
象
土
地
の
路
線
価
方
式
に
よ
る
評
価
額

１１
億
円

�ｅ＝

�ｂ÷

�ｄ

６
億
円÷

１１
億
円≒

５５
％

④

③
の
試
算
の
結
果
、
時
価
で
見
た
場
合
、
時
価

の
低
下
割
合
が
４３
％
で
、
５０
％
に
満
た
な
か
っ

た
。
一
方
、
路
線
価
で
見
た
場
合
は
低
下
割
合
が

５５
％
で
５０
％
以
上
低
下
し
て
い
る
結
果
に
な
っ

た
。
路
線
価
売
買
の
ケ
ー
ス
も
あ
る
が
、
路
線
価

の
時
系
列
的
な
推
移
を
見
て
い
る
と
、
再
開
発
地

区
の
た
め
低
下
し
て
い
な
か
っ
た
。
又
、
イ
ン
フ

ラ
の
整
備
に
よ
る
土
地
の
開
発
利
益
を
考
え
て
路

線
価
で
は
な
く
、
時
価
で
判
断
し
て
圧
縮
記
帳
の

適
用
は
難
し
い
と
判
断
し
た
。

当
法
人
が
黒
字
会
社
で
あ
っ
た
場
合
、
一
時
金

６
億
円
の
内
、
法
人
税
等
の
支
払
後
の
手
取
３
・

６
億
円
で
は
、
等
価
交
換
は
不
可
能
で
あ
っ
た

が
、
偶
然
、
当
法
人
に
は
青
色
繰
越
欠
損
金
が
多

額
に
あ
っ
た
の
で
等
価
交
換
の
類
似
型
の
事
業
が

成
立
し
た
。

も
し
、
資
本
金
１
億
円
超
し
法
人
事
業
税
の
外

形
標
準
課
税
が
適
用
さ
れ
た
場
合
、
青
色
欠
損
金

の
繰
越
控
除
が
で
き
な
い
の
で
税
負
担
が
生
じ
留

保
金
課
税
が
適
用
さ
れ
て
い
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

�

既
存
建
物
の
取
壊
と
固
定
資
産
税

建
築
期
間
中
の
仮
事
務
所
へ
の
移
転
が
１２
月
初
旬

で
固
定
資
産
税
の
賦
課
期
日
１
月
１
日
ま
で
１
ヵ

月
、
ま
た
建
物
の
取
壊
期
間
も
同
様
で
あ
っ
た
。
１１

月
初
旬
に
所
轄
の
都
税
事
務
所
に
翌
年
の
固
定
資
産

税
が
課
税
さ
れ
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
に
は
ど
う
し

た
ら
良
い
か
事
前
協
議
に
行
っ
た
。
担
当
官
か
ら
建

物
と
は
床
、
壁
、
天
井
を
有
す
る
も
の
で
あ
る
と
指

導
さ
れ
た
。
な
お
、
建
物
の
減
失
登
記
の
有
無
は
関

係
な
い
と
言
わ
れ
た
。

翌
年
１
月
１
日
現
在
で
更
地
に
は
出
来
な
か
っ
た

が
、
床
、
壁
、
天
井
が
な
い
状
態
、
即
ち
柱
だ
け
の

状
態
ま
で
建
物
の
取
壊
し
が
で
き
、
固
定
資
産
税
は

課
税
さ
れ
な
か
っ
た
。

�

消
費
税
課
税
売
上
割
合
に
準
ず
る
割
合
の
適
用

承
認
申
請

定
期
借
地
権
の
設
定
に
伴
う
権
利
金
収
入
の
発
生

に
よ
り
、
当
期
の
課
税
売
上
割
合
が
、
臨
時
的
な
取

引
に
よ
り
著
し
く
低
下
す
る
た
め
「
消
費
税
課
税
売

上
割
合
に
準
ず
る
割
合
の
適
用
承
認
申
請
書
」
を
所

轄
税
務
署
に
提
出
し
た
。
採
用
し
よ
う
と
す
る
計
算

方
法
は
「
前
課
税
期
間
の
課
税
売
上
割
合
」
で
、
そ

の
計
算
方
法
が
合
理
的
で
あ
る
理
由
と
し
て
「
事
業

者
の
営
業
の
実
態
に
変
動
が
な
く
、か
つ
、過
去
３
年

間
で
最
も
高
い
課
税
売
上
割
合
と
最
も
低
い
課
税
売

上
割
合
の
差
が
５
％
以
内
で
あ
る
。」と
記
載
し
た
。

�

定
期
借
地
権
（
自
己
借
地
部
分
）
の
費
用
化
の

可
否

①

オ
ー
ナ
ー
と
デ
ベ
ロ
ッ
パ
ー
の
契
約
が
権
利
金

方
式
で
締
結
さ
れ
、
そ
れ
に
基
づ
き
一
般
へ
の
定
期

借
地
権
付
建
物
の
分
譲
が
開
始
さ
れ
て
い
た
の
で
、

基
本
に
な
っ
て
い
る
契
約
を
変
更
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
の
で
、
自
己
借
地
権
者
は
一
時
金
を
前
払
費
用

と
し
て
計
上
で
き
な
い
。

②

オ
ー
ナ
ー
が
土
地
に
定
期
借
地
権
を
設
定
し
て

売
却
し
、
そ
の
一
部
を
購
入
し
た
こ
の
事
例
で
は
借

地
権
の
設
定
等
の
場
合
の
土
地
等
の
帳
簿
価
額
の
一

部
損
金
算
入
も
で
き
ず
、
単
純
に
定
期
借
地
権
の
取

得
価
額
が
同
一
の
土
地
に
対
し
て
別
途
計
上
さ
れ
費

用
化
も
で
き
な
い
。

定
期
借
地
権
の
設
定
に
伴
い
授
受
さ
れ
る
権
利
金

は
、「
土
地
の
上
に
存
す
る
権
利
」
の
取
得
価
額
を
構

成
す
る
こ
と
に
な
る
の
で
、
通
常
の
借
地
権
の
場
合

と
同
様
に
、
期
間
対
応
に
よ
る
償
却
が
で
き
な
い
こ

と
と
さ
れ
て
い
る
。（
平
成
１４
年
９
月
１７
日
裁
決
、
裁

決
事
例
集
Ｎ
ｏ
�
６４

３
１
１
頁
）

�

定
期
借
地
契
約
満
了
時
の
建
物
の
無
償
譲
受

無
償
譲
受
時
点
で
、
建
物
本
体
部
分
の
受
贈
益
の

計
上
が
必
要
に
な
り
税
負
担
が
予
想
さ
れ
る
。
な

お
、
建
物
時
価
の
算
定
方
法
は
現
在
、
検
討
中
で
あ

る
。

�

土
地
の
区
へ
の
寄
付

当
物
件
の
地
域
地
区
は
準
工
業
地
域
で
容
積
率
は

通
常
は
、
３
０
０
％
の
と
こ
ろ
緩
和
さ
れ
６
０
０
％

と
な
っ
て
い
る
。
容
積
率
緩
和
の
条
件
の
１
つ
と
し

て
道
路
側
に
幅
員
４
ｍ
の
歩
道
を
整
備
し
、
建
物
竣

工
時
点
で
区
へ
引
き
渡
す
こ
と
が
課
さ
れ
て
い
る
。

区
へ
寄
付
す
る
土
地
の
税
務
上
の
取
扱
い
に
つ
い
て

左
記
の
方
法
が
考
え
ら
れ
る
。

�ａ

地
方
公
共
団
体
へ
の
寄
付
と
認
め
ら
れ
れ
ば
寄

付
す
る
土
地
の
取
得
価
額
相
当
額
を
損
金
算
入

�ｂ

都
市
計
画
の
変
更
に
よ
り
寄
付
後
の
土
地
が

３
０
０
％
か
ら
６
０
０
％
の
容
積
率
の
土
地
に
な

り
、
土
地
の
坪
単
価
が
上
昇
し
た
の
で
、
地
積
は
減

少
さ
せ
な
け
れ
ば
い
け
な
い
が
、
土
地
の
帳
簿
価
額

は
変
更
し
な
い
。
新
ビ
ル
を
す
ぐ
壊
し
て
も
、
そ
の

土
地
の
容
積
率
は
６
０
０
％
で
あ
る
。

土
地
の
寄
付
は
都
市
計
画
の
変
更
を
み
れ
ば
、
容

積
率
の
３
０
０
％
緩
和
の
対
価
で
あ
る
こ
と
は
明
白

で
あ
る
の
で
、
�ｂ
の
方
法
を
選
択
す
る
予
定
で
あ

る
。
ま
た
、
デ
ベ
ロ
ッ
パ
ー
で
は
、
寄
付
で
は
な
く

土
地
原
価
に
し
て
い
る
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。

４
、
事
業
用
借
地
権
の
事
例

１

こ
の
事
業
の
目
的
と
効
果

�

売
上
減
少
に
よ
り
倉
庫
ス
ペ
ー
ス
に
余
裕
が
生

じ
た
た
め
、
敷
地
の
一
部
の
売
却
交
渉
を
し
た
が
、

既
存
建
物
の
取
壊
費
用
と
土
地
整
地
費
用
が
か
か
り

手
取
予
想
額
が
低
か
っ
た
の
で
売
却
は
中
止
し
た
。

�

既
存
建
物
が
老
朽
化
し
て
お
り
、
修
繕
費
の
増

大
も
見
込
ま
れ
た
の
で
、
建
物
の
解
体
費
用
と
土
地

の
造
成
費
等
の
資
金
提
供
を
す
る
コ
ン
ビ
ニ
本
部
に

土
地
を
賃
貸
す
る
こ
と
と
し
た
。

�

保
証
金
を
全
額
一
括
益
金
計
上
し
た
が
、
既
存

建
物
の
除
却
損
・
解
体
工
事
費
・
土
地
の
整
備
費
等

で
権
利
金
収
入
は
ほ
ぼ
相
殺
さ
れ
た
。

�

業
績
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
な
く
、
収
益
性
の

低
い
資
産
の
利
用
か
ら
収
益
性
の
高
い
資
産
の
有
効

活
用
が
図
れ
た
と
考
え
て
い
る
。

２

税
務
上
検
討
し
た
点
等

�

普
通
借
地
方
式
と
事
業
用
借
地
方
式
の
比
較

①

普
通
借
地
が
定
期
借
地
よ
り
賃
料
が
１０
％
上
回

っ
て
い
た
。

②

普
通
借
地
方
式
で
、
借
地
権
無
償
返
還
届
を
提

出
す
れ
ば
、
税
務
上
権
利
金
の
認
定
課
税
を
回
避
す

る
こ
と
は
で
き
る
。
こ
の
場
合
、
借
地
借
家
法
上
、

事
業
用
借
地
と
同
様
の
効
果
が
あ
る
か
顧
問
弁
護
士

に
質
問
し
た
と
こ
ろ
、
無
償
返
還
届
は
あ
く
ま
で
も

税
務
上
の
問
題
で
、
法
律
的
に
は
同
様
の
効
力
が
得

ら
れ
る
か
、
疑
問
で
あ
る
旨
の
回
答
を
得
た
。

③

法
律
的
な
安
全
性
を
見
て
、
普
通
借
地
方
式
よ

り
収
益
性
が
落
ち
て
も
定
期
借
地
方
式
が
良
い
と
判

断
し
た
。

�

保
証
金
の
税
務
上
の
取
扱
い

①

公
正
証
書
に
「
保
証
金
返
還
の
約
定
は
、
土
地

所
有
者
又
は
借
地
権
者
の
解
散
・
破
産
・
民
事
再
生

・
会
社
更
生
の
申
立
て
が
あ
り
、
契
約
上
の
義
務
履

行
が
で
き
な
い
こ
と
が
明
ら
か
な
と
き
、
も
し
く
は

そ
の
お
そ
れ
が
あ
る
時
は
、
賃
料
請
求
権
と
保
証
金

返
還
請
求
権
を
対
等
額
を
も
っ
て
相
殺
す
る
こ
と
が

で
き
る
。」
と
記
載
さ
れ
て
い
た
。
こ
れ
は
あ
く
ま

で
も
偶
発
的
な
要
因
で
あ
る
と
考
え
た
。

②

預
託
中
の
保
証
金
の
解
約
時
に
お
け
る
未
償
還

残
額
の
全
額
を
、
解
約
金
と
し
て
没
収
す
る
旨
の
条

項
が
あ
り
保
証
金
に
償
還
義
務
が
無
い
と
解
釈
し
、

土
地
引
渡
し
時
点
で
定
期
借
地
権
設
定
の
対
価
と
し

て
収
受
し
返
還
を
要
し
な
い
一
時
金
（
権
利
金
）
と

考
え
益
金
計
上
し
た
。

５
、
借
地
人
サ
イ
ド
か
ら
の
定
期
借

地
権
の
問
題
点

定
期
借
地
契
約
は
期
間
満
了
と
共
に
土
地
の
利
用

権
が
消
滅
す
る
。
従
来
の
借
地
権
と
は
そ
の
点
に
お

い
て
根
本
的
に
異
な
る
も
の
で
あ
る
。
そ
れ
を
定
期

借
地
権
と
い
え
ど
も
従
来
の
普
通
借
地
権
と
同
じ
取

扱
い
を
す
る
こ
と
に
根
本
的
な
問
題
が
あ
る
。

定
期
借
地
権
に
お
い
て
権
利
金
の
授
受
が
あ
っ
た

場
合
、
前
払
地
代
と
し
て
の
性
格
が
契
約
上
明
ら
か

で
あ
ろ
う
と
な
か
ろ
う
と
、
権
利
金
は
期
間
の
経
過

と
共
に
損
金
に
算
入
す
べ
き
も
の
と
考
え
る
。

（
２
０
０
５
・
２
・
１

Ｓ
Ｏ
Ｋ
Ｕ
Ｚ
Ｅ
Ｉ

２５
頁
）

（
日
本
税
務
会
計
学
会
７
月
月
次
研
究
会
よ
り
）

定
期
借
地
権
の
税
務
と
実
務
上
の
留
意
点
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